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１ 地域間幹線系統・地域内フィーダー系統 共通 
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国土交通大臣 殿 
 
 
                                                氏名又は名称 幸手市地域公共交通会議 
                                                住    所 幸手市東４－６－８ 
                                               代 表 者 氏 名  会長 春田 松司 
 
 
 

地域公共交通計画認定申請書 
 
 
 
 地域公共交通計画のうち、地域公共交通確保維持事業に係る計画を別紙のとおり定めたので、

関係書類を添えて申請します。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
※本申請書に、記載すべき事項を全て記した地域公共交通計画を添付すること。 
 
 



別 紙 
令和７年６月 日 

 

          （名称）幸手市地域公共交通会議          
  

１．地域公共交通確保維持事業に係る目的・必要性 

幸手市は、国道４号を中心に市街地が発達し、病院や商業施設も国道４号沿いに集中して

いる。一方で居住地や公共施設は郊外にも拡散している。 

市の公共交通としては鉄道、路線バス、タクシーが挙げられ、路線バスについては、東

武日光線幸手駅をはじめ、鉄道駅などへと接続する路線が市内・市外を通り放射状に延び

ている。 

 このような状況の中、地域間幹線系統である五霞町役場～令和橋～幸手駅線は、市内の

鉄道駅（幸手駅）に接続するとともに、当市と五霞町の拠点施設を連絡することにより、

日常生活における移動を確保しており、地域間の公共交通ネットワークを構成する上で重

要な役割を担っている。 

 また、地域内フィーダー系統である幸手市市内循環バスは、市内の鉄道駅、路線バス停

留所に接続するとともに、市内の拠点施設と居住地を循環することにより、日常生活にお

ける移動を確保しており、当市の公共交通ネットワークを構成する上で特に重要な役割を

担っている。 

 一方で、両系統とも自治体や事業者の運営努力だけでは路線の維持が難しく、地域公共

交通確保維持改善事業により運行を確保・維持する必要がある。 

 

（幸手市地域公共交通計画 Ｐ73 参照） 

２．地域公共交通確保維持事業の定量的な目標・効果 

（１）事業の目標 

① 地域間幹線バス系統の目標値として、輸送人員について、令和６年度の実績値を上回

る値とする。 

 

＜参考＞令和６年度の実績値 

事業者名 系統名 輸送人員数 

朝日自動車 五霞町役場～桜まつり会場（まつり開催時)～幸手駅線  57,820 人 

 

② 地域内フィーダー系統の目標値として、利用客数及び収支率（※国庫補助金の収入は

含まない）について、令和６年度の実績値を上回る値とする。 

 

＜参考＞令和６年度の実績値 

系統名 利用客数 収支率 

市内循環バス  29,991 人 8.7% 

 

（幸手市地域公共交通計画 Ｐ75～76 参照 ※地域内フィーダー系統） 
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（２）事業の効果 

地域間幹線バス系統及び地域内フィーダー系統を維持することにより、地域で生活する移

動制約者の生活に必要不可欠な交通手段が確保される。具体的には、五霞町役場～令和橋

～幸手駅線及び市内循環バス路線が維持確保されることとなり、補助対象期間中、延べ約

７万５千人の住民の生活に必要不可欠な移動手段の確保が見込まれる。 

 また、広域的・幹線的系統と地域的・支線的系統の有機的な連携により、効率的なバス

ネットワークが形成され、沿線住民の社会参加促進や地域活性化にもつながる。 

３．２．の目標を達成するために行う事業及びその実施主体 

① 地域間幹線バス系統（五霞町役場～令和橋～幸手駅線） 

・沿線観光地への利用促進（朝日自動車（株）・幸手市・五霞町） 

・「スマホ定期券（定期）」の販売促進（朝日自動車（株）） 

・桜まつり開催時の定時性確保（朝日自動車（株）・幸手市・五霞町） 

 

② 地域内フィーダー系統（市内循環バス） 

 ・運行方法の変更等、利便性向上策の検討（幸手市） 

 ・利用者が店舗などで特典を受けられる「幸手市市内循環バスハッピー乗り乗り事業 

（ハピノリ）」を継続し、ハピノリ応援ショップを積極的に募集（幸手市） 

 ・「杉戸町町内巡回バス」との追加料金なしの相互乗り継ぎの継続（幸手市） 

・リーフレットの改良等、不慣れな人や高齢者にもわかりやすい情報提供方法の検討（幸

手市） 

・各地区の集まりに訪問する出張説明会などの企画（幸手市） 

 ・乗り場や乗り継ぎ拠点での案内の充実（幸手市・事業者） 

 ・乗り継ぎ拠点での待ち環境の充実（幸手市） 

 ・無料乗車キャンペーンの実施（幸手市） 

 ・転入者に対し、窓口などでのリーフレット配布の継続（幸手市） 

 ・運転免許返納者に対する利用を促す仕組みの検討（幸手市） 

 

（地域公共交通計画 Ｐ59～60,62～64,67～68 参照 ※地域内フィーダー系統） 

４．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び 

運送予定者 

運行系統の概要については、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱に定める 

「表１」を添付。 

 また、運行予定者は、輸送サービスの品質、運賃、運行内容等を総合的に勘案して、現 

行のバス事業者を選定。 

（幸手市地域公共交通計画 Ｐ73 参照） 

５．地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額 

① 地域間幹線バス系統（五霞町役場～令和橋～幸手駅線） 

・地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱に定める「表２」を添付。 

② 地域内フィーダー系統（市内循環バス） 

・幸手市から運行事業者への委託料については、運賃収入及び国庫補助金を運行経費から

差し引いた差額分を負担することとしている。 

６．２．の目標・効果の評価手法及び測定方法 

① 地域間幹線バス系統（五霞町役場～令和橋～幸手駅線） 

・事業終了後、輸送人員数の実績値とその増減の要因を運送事業者に提出してもらい、評

価を実施する。 

② 地域内フィーダー系統（市内循環バス） 

・事業終了後、利用客数の実績値とその増減の要因を分析し、評価を実施する。 
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７．別表１の補助対象事業の基準ホただし書に基づき、協議会が平日１日当たりの

運行回数が３回以上で足りると認めた系統の概要 

【地域間幹線系統のみ】 

※該当なし 

 

 

８．別表１の補助対象事業の基準ニに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村

に準ずる生活基盤が整備されている」と認めた市町村の一覧 

【地域間幹線系統のみ】 

地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱に定める「表４」を添付。 

 

 

９．生産性向上の取組に係る取組内容、実施主体、定量的な効果目標、実施時期及

びその他特記事項 

【地域間幹線系統のみ】 

別添資料「生産性向上の取組について」のとおり。 

 

10．地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要 

【地域内フィーダー系統のみ】 

別添資料 表 5のとおり。 

 

11．車両の取得に係る目的・必要性 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

※該当なし 

 

12．車両の取得に係る定量的な目標・効果 

【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けよ

うとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 

 

（２）事業の効果 

※該当なし 

 

13 車両の取得計画の概要及び車両の取得を行う事業者又は地方公共団体、要する費

用の総額、負担者とその負担額【車両減価償却費等国庫補助金・公有民営方式

車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

14．老朽更新の代替による費用の削減等による地域公共交通確保維持事業における

収支の改善に係る計画（車両の代替による費用削減等の内容、代替車両を活用

した利用促進策） 

【公有民営方式車両購入費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

「表４」
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15．貨客混載の導入に係る目的・必要性 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

16．貨客混載の導入に係る定量的な目標・効果 

【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

（１）事業の目標 

※該当なし 

 

（２）事業の効果 

※該当なし 

 

17．貨客混載の導入に係る計画の概要、要する費用の総額、内訳、負担者及び負担

額【貨客混載導入経費国庫補助金を受けようとする場合のみ】 

※該当なし 

 

18．協議会の開催状況と主な議論 

令和７年６月  日 

 令和７年度第１回幸手市地域公共交通会議開催（書面協議） 

 ・令和８年度地域公共交通確保維持事業に係る計画について協議・承認 

（地域間幹線系統及びフィーダー系統） 

 

19．利用者等の意見の反映状況 

① 地域間幹線バス系統（五霞町役場～令和橋～幸手駅線） 

○利便性等に関する意見 

・バスの運行本数を増やしてほしい。 

・電車との接続を考慮した時刻にしてほしい。 

・大型ノンステップバスを導入してほしい。 

○路線維持に関する意見 

・バスがあって助かっている。 

・バスは欠かすことのできない交通手段の一つであり、今後も維持してほしい。 

これらの意見を踏まえ、県民の生活交通として必要なバス路線について、引き続き維

持確保を図っていくこととする。 
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② 地域内フィーダー系統（市内循環バス） 

〇市内循環バス運行開始前 

市が発行している広報紙の令和２年３月号にアンケート用紙を折り込み、令和２年３

月１日から３月３１日までの１か月間、紙ベースと電子申請を利用したインターネット

による２種類の回答方法で市民を対象とした「市内公共交通利用者アンケート」を実施

した。 

  アンケート結果のうち「今後幸手市内で運行を希望する市が運営する公共交通」の項

目で、デマンド交通を希望する方が１１．９％にとどまった一方で、循環バスを希望す

る方が７３．８％と多く、市内循環バスの導入について庁内で協議を進めることとなっ

た。 

  その後、幸手市地域公共交通会議において市内循環バスの導入について協議及び合意

が得られたため、本計画のとおり令和４年１月から市内循環バスの運行を開始した。 

 〇市内循環バス運行開始後 

令和４年４月から市内循環バス利用者を対象に車内アンケートを開始した。 

  車内にアンケート用紙を設置し、車内又は市役所の回収ボックス、FAX により回収を行

っている。今後の市内循環バス運行の参考とするため、継続して実施し、意見集約を図

っていく。 

    

その他、本計画策定のため、令和５年１月からは運転免許返納者に対する移動手段等に 

ついてのアンケート、令和５年２月に公共交通に関する市民アンケート、令和５年４月に

は公共交通に関する民生委員・児童委員アンケート、令和６年１月から２月にかけては素

案に対するパブリックコメントを実施し、公共交通に対する市民ニーズの把握に努めてい

る。 

 

 

【本計画に関する担当者・連絡先】 

（住 所）埼玉県幸手市東４丁目６番８号   

（所 属）幸手市市民生活部くらし防災課   

（氏 名）落合 利恵            

（電 話）0480-43-1111 内線 586      

（e-mail）kurashi@city.satte.lg.jp         
 

mailto:kurashi@city.satte.lg.jp


 

 

 

 

 

 

 

２「五霞町役場～令和橋～幸手駅線」 

（地域間幹線系統） 

 

提出資料 











































































































































































8年度

埼玉県 朝日自動車（株） (2) 五霞町役場～令和橋～幸手駅線 949.0

949.0

（注）

１．本表に記載する運行予定系統を示した地図（運行予定系統が熊本地震被災市町村における応急仮設住宅の１キロメートル以内を経由することを図示したものを含む）を添付すること。

表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者（地域間幹線系統）

３．補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足
りるものとする。　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

２．「特例措置」には、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、地域間幹線系統に係る特例措置の適用を受ける場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の
規定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

特
例
措
置

合　　　　　計

都道府県
（市区町

村）
運行予定者名

運行系統名
（申請番号）

確保維持事
業に要する
国庫補助額

（千円）



9年度

埼玉県 朝日自動車（株） (2) 五霞町役場～令和橋～幸手駅線 944.0

944.0

（注）

１．本表に記載する運行予定系統を示した地図（運行予定系統が熊本地震被災市町村における応急仮設住宅の１キロメートル以内を経由することを図示したものを含む）を添付すること。

３．補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足り
るものとする。　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

合　　　　　計

２．「特例措置」には、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、地域間幹線系統に係る特例措置の適用を受ける場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規
定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者（地域間幹線系統）

都道府県
（市区町

村）
運行予定者名

運行系統名
（申請番号）

確保維持事
業に要する
国庫補助額

（千円）

特
例
措
置



10年度

埼玉県 朝日自動車（株） (2) 五霞町役場～令和橋～幸手駅線 946.0

946.0

（注）

１．本表に記載する運行予定系統を示した地図（運行予定系統が熊本地震被災市町村における応急仮設住宅の１キロメートル以内を経由することを図示したものを含む）を添付すること。

３．補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足り
るものとする。　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）

合　　　　　計

２．「特例措置」には、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、地域間幹線系統に係る特例措置の適用を受ける場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規
定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運行予定者（地域間幹線系統）

都道府県
（市区町

村）
運行予定者名

運行系統名
（申請番号）

確保維持事
業に要する
国庫補助額

（千円）

特
例
措
置





表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

令和 8 年度

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

（補助対象事業者の「基準期間※を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

円 銭 円 銭 円 銭

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

328 円 48 銭 円 97 銭 円 48 銭 0 円 0 銭 342 円 28 銭

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

３．旅客運賃の上限変更認可状況

年度 ／３

年度 ／３

年度 ／３

４．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

ﾙ÷ﾁ

4,845

(13.2)

事業者名 朝日自動車株式会社

補助対象期間の

前々年度(基準期間※)
の損益状況

乗合バス事業

営業収益 千円 営業外収益 経常収益（イ）

営業費用 千円 営業外費用 経常費用（ロ）

営業損益 千円 営業外損益 経常損益

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）

経常収支率

基準期間の前年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 千円 営業外収益 経常収益（イ’）

営業費用 千円 営業外費用 経常費用（ロ’）

営業損益 千円 営業外損益 経常損益

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

経常収支率

基準期間の前々年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 千円 営業外収益 経常収益（イ”）

営業費用 千円 営業外費用 経常費用（ロ”）

営業損益 千円 営業外損益 経常損益

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

経常収支率

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走
行キロ当たり経常費用
（基準期間の前々年度）

ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行
キロ当たり経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

武蔵・相模

補助ブロック名
補助対象事業者の実車
走行キロ当たり経常費用

（a+b+c）/3 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

キロ当たり経常費用
の差

二－ヘ = ケ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ = ト

武蔵・相模 578 328

　　　　 0

補助ブロック名 認可日
認可を受けた補助対

象期間

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
割合
フ

改定率
コ

基準期間の

基準期間の

基準期間の

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

運行
系統
名

運行系統

計画運行
日数

計画運行
回数

（　　）

計画平均乗
車密度

計画
輸送量

系統キロ程
地域公共交通再編事業
を実施する区域におけ

るキロ程

系統キロ程と地域公共
交通再編事業を実施す
る区域におけるキロ程と

の比率

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
都道府県外乗入
部分のキロ程

他路線との競合
部分に係るキロ程

他路線
との競
合率

補助ブロック
外乗入部分、
同一補助ブ
ロック都道府
県外乗入部分
及び他路線と
の競合部分以
外のキロ程の

比率
起点

主な
経由
地

終点

①＝カッコ
内

②
①×②
＝③

チ オ オ÷チ＝ク リ ヌ ル
（チー（リ＋ヌ
＋ル））÷チ＝

ヲ

武蔵
・

相模

2
五霞町
役場前
～幸手

駅

五霞町
役場前

令和橋 幸手駅 365 日 回 2.1 27.7 人
往7.5km

復7.5km

（平均） （平均） 往4.0km （平均）

7.5km 復4.0km

（平均） （平均）
46.666%

4.0km

合計 系統
復7.5km 7.5km 復4.0km 4.0km

往7.5km 往4.0km



2 円

円

2 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

3

4

5

円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

2

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

補助ブロック
外乗入部分
及び同一補
助ブロック都
道府県外乗
入部分以外

のキロ程の比
率

計画実車走
行キロ

補助対象
経常費用
の見込額

補助対象系統のキロ当たり経常収益

（チー（リ＋
ヌ））÷チ＝

ヲ’

補助対象
経常収益
の見込額

補助金交付要綱別表２（注）４．の適
用がある場合

３カ年平均 基準期間の前々年度 基準期間の前年度 基準期間

ワ ヘ×ワ以下の額：カ

ノ'とノ"のいずれ
か少ない額

ノ

基準期間に
おける実車
走行キロ当
たり経常収
益の運賃改
定による増

収分
f×コ÷(1＋
コ）×フ＝g

経常収益
控除額

ケとgのい
ずれか少
ない額

h

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
後のキロ当
たり経常収

益
ノ'ーh＝ノ"

(d+e+f)/3 =ノ'
経常収益

ヤ”

実車走行
キロ
マ”

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ”÷マ”

＝d

経常収益
ヤ’

実車走行
キロ
マ’

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ’÷マ’

＝e

経常収益
ヤ

実車走行
キロ
マ

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ÷マ＝f

ノ×ワ以上の額：ヨ

武蔵
・

相模

46.666% 72,675.0 km 23,872,284円 143円.51銭 0円.00銭 0円.00銭 143円.51銭 143円.51銭 10,195,770円 68,675.0 km 148円.46銭 9,091,463円 68,686.4 km 132円.36銭 10,308,032円 68,844.2 km 149円.72銭 10,429,589

合計 72,675.0 km 23,872,284円 10,195,770円 68,675.0 km 9,091,463円 68,686.4 km 10,308,032円 68,844.2 km 10,429,589

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

補助対象経費
の限度額

タ又はレのうちい
ずれか少ないほう

の額

ソのうち補助ブ
ロック外乗入部
分、同一補助ブ

ロック都道府県外
乗入部分及び他
路線との競合部
分以外に係るも

ソのうち補助ブロッ
ク外乗入部分及び
同一補助ブロック都
道府県外乗入部分

以外に係るもの

計画平均
乗車密度
が5人未満

の路線

補助対象経費 計画額
経常費用から
経常収益を
控除した額

損失額から国庫
補助額を控除し

た額

カ－ヨ＝タ カ×9/20＝レ ソ ソ×ヲ＝ツ ソ×ヲ’＝ツ’
ツ×みなし運行回数
／①計画運行回数

＝ネ
ナ ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム ム－ラ＝ウ

武蔵
・

相模

13,442,695 10,742,527 10,742,527 5,013,107 5,013,107 1,898,904 1,898 949.0

12,493,695

13,442,695 12,493,695

負担額 負担割合

5,013,107 5,013,107 1,898,904 1,898 949.0 13,442,695合計 13,442,695 10,742,527 10,742,527

武蔵
・

相模

0.0% 12,493,695円 100.0%

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

ウの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担
「その他の
者」の具体

的概要

負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

0.0% 0円 0.0%

合計 0円 0.0% 12,493,695円 100.0% 0円 0.0% 0円 0.0%



(1) 記載要領

 1.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこと。

 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況（千円未満の端数は切り捨て）を損益状況欄に記載すること。

 3.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特別の理由が
あるときは、国土交通大臣に報告し、その承認を求めること。

 4.「補助対象期間の前々年度（基準期間）の損益状況」の欄、「基準期間の前年度の損益状況」の欄、「基準期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

 5.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 7.「認可を受けた補助対象期間」の欄は、認可を受けた日付について、基準期間の「当年度」、「前年度」又は「前々年度」のいずれに該当するかを記載すること。

 8.「補助金交付要綱別表２（注）４．の適用割合」欄は、「認可を受けた補助対象期間」が基準期間の「当年度」の場合は「３／３」、「前年度」の場合は「２／３」、「前々年度」の場合は「１／３」をそれぞれ記載すること。

 9.「改定率」欄は、認可を受けた旅客運賃の上限変更の平均改定率を小数点第２位（第３位以下四捨五入）にて記載すること。

 10.申請番号は、事業者ごと、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 11.「特例措置」の欄は、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

 12.「計画運行回数」の欄には、補助対象期間中の全暦日数における総計画運行回数を記載する。また、カッコ内には１日当り計画運行回数又は平日１日当り計画運行回数のいずれかを記載する。

 13.「系統キロ程」の欄、「地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程」の欄、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」の欄、「都道府県外乗入部分のキロ程」の欄及び「他路線との競合部分に係るキロ程」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、往・復の
キロ程が異なる系統については、平均値も記載すること。また、平均値の合計の欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の往・復の平均値の合計を記載すること。

 14.「同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における都道府県外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる都道府県外乗入部分は（リ）に記載すること。

 15.「他路線との競合部分に係るキロ程」とは、他の運行系統との競合区間の合計が50％以上の生活交通路線であって、当該競合区間の輸送量が１日当たり150人を超える部分のキロ程のことをいい、当該補助ブロック内区間（系統キロ程（チ）－補助ブロック外乗入部分のキロ
程（リ）－同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程（ヌ））に係るキロ程を記載すること。

 16.「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄、「ソのうち補助ブロック外乗入部分及び同一補助ブロック都道府県外乗入部分以外に係るもの」の欄は、「特例措置」の欄に「１」又は「２」を記載した系統のみ記載すること。

 17.「系統キロ程と地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程との比率」の欄、「他路線との競合率」の欄、「補助ブロック外乗入部分、都道府県外乗入部分及び他路線との競合部分以外のキロ程の比率」の欄、「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以
外のキロ程の比率」の欄については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

 18.「計画実車走行キロ」の欄、「補助対象系統のキロ当たり経常収益」の「実車走行キロ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

 19.「計画平均乗車密度が５人未満の路線」の欄は、計画平均乗車密度が５人未満の路線についてのみ記載すること。なお、みなし運行回数とは当該運行系統の計画輸送量を５人で除した数値（端数切り捨て）をいう。

(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類（関連書類）、並
びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 2.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る様式第１－５の運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（補助対象路線に係るものに限る）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る様式第１－５。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 3．地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合は、地域公共交通再編実施計画の写し及び認定通知書の写し並びに再編特例を受けようとする系統の再編の概要

 4．旅客運賃の上限変更認可を受け、補助金交付要綱別表２（注）４．の適用を受けることとなる場合は、当該認可書の写し

 20.「補助対象経費」の欄は、（ネ）（計画平均乗車密度が５人未満の路線）に記載がある場合は（ネ）の金額を記載し、記載がない場合は（ツ）の金額を記載する。また、「特例措置」の欄に「１」を記載した系統については、左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額に、（ツ’）の金額
から左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額を控除して得た金額に（ク）の比率を乗じて得た金額を加えた金額を記載する。さらに、「特例措置」の欄に「２」を記載した系統については、（ツ’）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

 21.「補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益」の欄の（ノ）は、基準期間、基準期間の前年度と基準期間の前々年度の各系統におけるキロ当たり経常収益の実績を平均して算出すること。なお、新設系統で基準期間の実績がない場合は、補助対象経常費用の見込額の１
１／２０に相当する額と都道府県協議会等が算出する経常収益の見込額のうち、いずれか高い額を記載すること。
　また、基準期間の前々年度の実績がない場合は、基準期間と基準期間の前年度の実績を平均して算出することとし、基準期間の前年度と基準期間の前々年度のいずれの実績がない場合は、基準期間の実績を記載すること。

 22.「計画額」の欄は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

 23.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 24.補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとする。
　　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）



表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

令和 9 年度

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

（補助対象事業者の「基準期間
※

を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

円 銭 円 銭 円 銭

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

328 円 48 銭 円 97 銭 円 48 銭 0 円 0 銭 342 円 28 銭

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

３．旅客運賃の上限変更認可状況

年度 ／３

年度 ／３

年度 ／３

４．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

ﾙ÷ﾁ

4,855

(13.3)

事業者名 朝日自動車株式会社

補助対象期間の

前々年度(基準期間
※

)
の損益状況

乗合バス事業

営業収益 千円 営業外収益 経常収益（イ）

営業費用 千円 営業外費用 経常費用（ロ）

営業損益 千円 営業外損益 経常損益

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）

経常収支率

基準期間の前年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 千円 営業外収益 経常収益（イ’）

営業費用 千円 営業外費用 経常費用（ロ’）

営業損益 千円 営業外損益 経常損益

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

経常収支率

基準期間の前々年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 千円 営業外収益 経常収益（イ”）

営業費用 千円 営業外費用 経常費用（ロ”）

営業損益 千円 営業外損益 経常損益

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

経常収支率

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走
行キロ当たり経常費用
（基準期間の前々年度）

ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行
キロ当たり経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

武蔵・相模

補助ブロック名

補助対象事業者の実車
走行キロ当たり経常費

用
（a+b+c）/3 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

キロ当たり経常費用
の差

二－ヘ = ケ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ = ト

武蔵・相模 578 328

　　　　 0

補助ブロック名 認可日
認可を受けた補助対

象期間

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
割合

フ

改定率
コ

基準期間の

基準期間の

基準期間の

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

運行
系統
名

運行系統

計画運行
日数

計画運行
回数

（　　）

計画平均乗
車密度

計画
輸送量

系統キロ程
地域公共交通再編事
業を実施する区域にお

けるキロ程

系統キロ程と地域公共
交通再編事業を実施す
る区域におけるキロ程と

の比率

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
都道府県外乗入
部分のキロ程

他路線との競合
部分に係るキロ程

他路線
との競
合率

補助ブロック
外乗入部分、
同一補助ブ
ロック都道府

県外乗入部分
及び他路線と
の競合部分以
外のキロ程の

比率
起点

主な
経由
地

終点

①＝カッコ
内

②
①×②
＝③

チ オ オ÷チ＝ク リ ヌ ル
（チー（リ＋ヌ
＋ル））÷チ＝

ヲ

武蔵
・

相模

2
五霞町

役場前

～幸手

駅

五霞町

役場前
令和橋 幸手駅 365 日 回 2.1 27.9 人

往7.5km

復7.5km

（平均） （平均） 往4.0km （平均）

7.5km 復4.0km

（平均） （平均）
46.666%

4.0km

合計 系統
往0.0km

復7.5km 51.5km 復0.0km 0.0km 復5.4km 5.4km 復0.0km 0.0km

往7.5km 往0.0km 往5.4km 往0.0km

復0.0km 0.0km



2 円

円

2 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

2

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

補助ブロック
外乗入部分
及び同一補
助ブロック都
道府県外乗
入部分以外
のキロ程の

比率

計画実車走
行キロ

補助対象
経常費用
の見込額

補助対象系統のキロ当たり経常収益

（チー（リ＋
ヌ））÷チ＝

ヲ’

補助対象
経常収益
の見込額

補助金交付要綱別表２（注）４．の適
用がある場合

３カ年平均 基準期間の前々年度 基準期間の前年度 基準期間

ワ ヘ×ワ以下の額：カ

ノ'とノ"のいずれ
か少ない額

ノ

基準期間に
おける実車
走行キロ当
たり経常収
益の運賃

改定による
増収分

f×コ÷(1＋
コ）×フ＝g

経常収益
控除額

ケとgのい
ずれか少
ない額

h

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
後のキロ当
たり経常収

益
ノ'ーh＝ノ"

(d+e+f)/3 =ノ'
経常収益

ヤ”

実車走行
キロ
マ”

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ”÷マ”

＝d

経常収益
ヤ’

実車走行
キロ
マ’

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ’÷マ’

＝e

経常収益
ヤ

実車走行
キロ
マ

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ÷マ＝f

ノ×ワ以上の額：ヨ

武蔵
・

相模

46.666% 72,825.0 km 23,921,556円 143円.51銭 0円.00銭 0円.00銭 143円.51銭 143円.51銭 10,195,770円 68,675.0 km 148円.46銭 9,091,463円 68,686.4 km 132円.36銭 10,308,032円 68,844.2 km 149円.72銭 10,451,115

合計 72,825.0 km 23,921,556円 10,195,770円 68,675.0 km 9,091,463円 68,686.4 km 10,308,032円 68,844.2 km 10,451,115

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

補助対象経費
の限度額

タ又はレのうちい
ずれか少ないほ

うの額

ソのうち補助ブ
ロック外乗入部
分、同一補助ブ
ロック都道府県
外乗入部分及び
他路線との競合
部分以外に係る

ソのうち補助ブロック
外乗入部分及び同
一補助ブロック都道
府県外乗入部分以

外に係るもの

計画平均
乗車密度
が5人未満

の路線

補助対象経費 計画額
経常費用から
経常収益を
控除した額

損失額から国庫
補助額を控除し

た額

カ－ヨ＝タ カ×9/20＝レ ソ ソ×ヲ＝ツ ソ×ヲ’＝ツ’
ツ×みなし運行回数
／①計画運行回数

＝ネ
ナ ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム ム－ラ＝ウ

武蔵
・

相模

13,470,441 10,764,700 10,764,700 5,023,454 5,023,454 1,888,516 1,888 944.0

12,526,441

13,470,441 12,526,441

負担額 負担割合

5,023,454 5,023,454 1,888,516 1,888 944.0 13,470,441合計 13,470,441 10,764,700 10,764,700

武蔵
・

相模

0.0% 12,526,441円 100.0%

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

ウの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担
「その他の
者」の具体

的概要

負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

0.0% 0円 0.0%

合計 0円 0.0% 12,526,441円 100.0% 0円 0.0% 0円 0.0%



(1) 記載要領

 1.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこと。

 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況（千円未満の端数は切り捨て）を損益状況欄に記載すること。

 3.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特別の理
由があるときは、国土交通大臣に報告し、その承認を求めること。

 4.「補助対象期間の前々年度（基準期間）の損益状況」の欄、「基準期間の前年度の損益状況」の欄、「基準期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

 5.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 7.「認可を受けた補助対象期間」の欄は、認可を受けた日付について、基準期間の「当年度」、「前年度」又は「前々年度」のいずれに該当するかを記載すること。

 8.「補助金交付要綱別表２（注）４．の適用割合」欄は、「認可を受けた補助対象期間」が基準期間の「当年度」の場合は「３／３」、「前年度」の場合は「２／３」、「前々年度」の場合は「１／３」をそれぞれ記載すること。

 9.「改定率」欄は、認可を受けた旅客運賃の上限変更の平均改定率を小数点第２位（第３位以下四捨五入）にて記載すること。

 10.申請番号は、事業者ごと、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 11.「特例措置」の欄は、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

 12.「計画運行回数」の欄には、補助対象期間中の全暦日数における総計画運行回数を記載する。また、カッコ内には１日当り計画運行回数又は平日１日当り計画運行回数のいずれかを記載する。

 13.「系統キロ程」の欄、「地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程」の欄、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」の欄、「都道府県外乗入部分のキロ程」の欄及び「他路線との競合部分に係るキロ程」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、往・復
のキロ程が異なる系統については、平均値も記載すること。また、平均値の合計の欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の往・復の平均値の合計を記載すること。

 14.「同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における都道府県外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる都道府県外乗入部分は（リ）に記載すること。

 15.「他路線との競合部分に係るキロ程」とは、他の運行系統との競合区間の合計が50％以上の生活交通路線であって、当該競合区間の輸送量が１日当たり150人を超える部分のキロ程のことをいい、当該補助ブロック内区間（系統キロ程（チ）－補助ブロック外乗入部分のキ
ロ程（リ）－同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程（ヌ））に係るキロ程を記載すること。

 16.「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄、「ソのうち補助ブロック外乗入部分及び同一補助ブロック都道府県外乗入部分以外に係るもの」の欄は、「特例措置」の欄に「１」又は「２」を記載した系統のみ記載すること。

 17.「系統キロ程と地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程との比率」の欄、「他路線との競合率」の欄、「補助ブロック外乗入部分、都道府県外乗入部分及び他路線との競合部分以外のキロ程の比率」の欄、「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分
以外のキロ程の比率」の欄については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

 18.「計画実車走行キロ」の欄、「補助対象系統のキロ当たり経常収益」の「実車走行キロ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

 19.「計画平均乗車密度が５人未満の路線」の欄は、計画平均乗車密度が５人未満の路線についてのみ記載すること。なお、みなし運行回数とは当該運行系統の計画輸送量を５人で除した数値（端数切り捨て）をいう。

(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類（関連書類）、
並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 2.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る様式第１－５の運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（補助対象路線に係るものに限る）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る様式第１－５。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 3．地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合は、地域公共交通再編実施計画の写し及び認定通知書の写し並びに再編特例を受けようとする系統の再編の概要

 4．旅客運賃の上限変更認可を受け、補助金交付要綱別表２（注）４．の適用を受けることとなる場合は、当該認可書の写し

 20.「補助対象経費」の欄は、（ネ）（計画平均乗車密度が５人未満の路線）に記載がある場合は（ネ）の金額を記載し、記載がない場合は（ツ）の金額を記載する。また、「特例措置」の欄に「１」を記載した系統については、左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額に、（ツ’）の
金額から左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額を控除して得た金額に（ク）の比率を乗じて得た金額を加えた金額を記載する。さらに、「特例措置」の欄に「２」を記載した系統については、（ツ’）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

 21.「補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益」の欄の（ノ）は、基準期間、基準期間の前年度と基準期間の前々年度の各系統におけるキロ当たり経常収益の実績を平均して算出すること。なお、新設系統で基準期間の実績がない場合は、補助対象経常費用の見込額の
１１／２０に相当する額と都道府県協議会等が算出する経常収益の見込額のうち、いずれか高い額を記載すること。
　また、基準期間の前々年度の実績がない場合は、基準期間と基準期間の前年度の実績を平均して算出することとし、基準期間の前年度と基準期間の前々年度のいずれの実績がない場合は、基準期間の実績を記載すること。

 22.「計画額」の欄は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

 23.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 24.補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとする。
　　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）



表２　地域公共交通確保維持事業に要する費用の総額、負担者及びその負担額（地域間幹線系統用）

令和 10 年度

１．申請事業者の概要

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

千円 千円

千円 千円

千円 千円

㎞ ％

（補助対象事業者の「基準期間※を最終年度とする連続した過去３年間」における実車走行キロ当たり経常費用等）

円 銭 円 銭 円 銭

※「基準期間」とは、補助対象期間の前々年度の補助対象期間をいう。

２．キロ当たり補助対象経常費用及び経常収益

328 円 48 銭 円 97 銭 円 48 銭 0 円 0 銭 342 円 28 銭

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

３．旅客運賃の上限変更認可状況

年度 ／３

年度 ／３

年度 ／３

４．補助対象系統ごとに要する費用、負担者とその負担割合

ﾙ÷ﾁ

4,865

(13.3)

事業者名 朝日自動車株式会社

補助対象期間の

前々年度(基準期間※)
の損益状況

乗合バス事業

営業収益 千円 営業外収益 経常収益（イ）

営業費用 千円 営業外費用 経常費用（ロ）

営業損益 千円 営業外損益 経常損益

補助対象期間の
前々年度の

実車走行キロ（ハ）

経常収支率

基準期間の前年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 千円 営業外収益 経常収益（イ’）

営業費用 千円 営業外費用 経常費用（ロ’）

営業損益 千円 営業外損益 経常損益

基準期間の前年度の
実車走行キロ（ハ’）

経常収支率

基準期間の前々年度の
損益状況

乗合バス事業

営業収益 千円 営業外収益 経常収益（イ”）

営業費用 千円 営業外費用 経常費用（ロ”）

営業損益 千円 営業外損益 経常損益

基準期間の前々年度の
実車走行キロ（ハ”）

経常収支率

補助ブロック名

補助対象事業者の実車走
行キロ当たり経常費用
（基準期間の前々年度）

ロ”÷ハ”＝ａ

補助対象事業者の実車走行キ
ロ当たり経常費用

（基準期間の前年度）
ロ’÷ハ’＝ｂ

補助対象事業者の実車走行
キロ当たり経常費用

　（基準期間）
ロ÷ハ＝ｃ

武蔵・相模

補助ブロック名
補助対象事業者の実車
走行キロ当たり経常費用

（a+b+c）/3 = ニ

地域キロ当たり
標準経常費用

ホ

キロ当たり経常費用
ニとホのいずれか少ない額

ヘ

キロ当たり経常費用
の差

二－ヘ = ケ

キロ当たり経常収益
イ÷ハ = ト

武蔵・相模 578 328

　　　　 0

補助ブロック名 認可日
認可を受けた補助対

象期間

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
割合
フ

改定率
コ

基準期間の

基準期間の

基準期間の

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

運行
系統
名

運行系統

計画運行
日数

計画運行
回数

（　　）

計画平均乗
車密度

計画
輸送量

系統キロ程
地域公共交通再編事業
を実施する区域におけ

るキロ程

系統キロ程と地域公共
交通再編事業を実施す
る区域におけるキロ程と

の比率

補助ブロック外
乗入部分のキロ程

同一補助ブロック
都道府県外乗入
部分のキロ程

他路線との競合
部分に係るキロ程

他路線
との競
合率

補助ブロック
外乗入部分、
同一補助ブ
ロック都道府
県外乗入部分
及び他路線と
の競合部分以
外のキロ程の

比率
起点

主な
経由
地

終点

①＝カッコ
内

②
①×②
＝③

チ オ オ÷チ＝ク リ ヌ ル
（チー（リ＋ヌ
＋ル））÷チ＝

ヲ

武蔵
・

相模

2
五霞町
役場前
～幸手

駅

五霞町
役場前

令和橋 幸手駅 365 日 回 2.1 27.9 人
往7.5km

復7.5km

（平均） （平均） 往4.0km （平均）

7.5km 復4.0km

（平均） （平均）
46.666%

4.0km

合計 系統
復7.5km 7.5km 復4.0km 4.0km

往7.5km 往4.0km



2 円

円

2 円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

円 円 円 円 円 円 千円 千円 円 円

2

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

補助ブロック
外乗入部分
及び同一補
助ブロック都
道府県外乗
入部分以外

のキロ程の比
率

計画実車走
行キロ

補助対象
経常費用
の見込額

補助対象系統のキロ当たり経常収益

（チー（リ＋
ヌ））÷チ＝

ヲ’

補助対象
経常収益
の見込額

補助金交付要綱別表２（注）４．の適
用がある場合

３カ年平均 基準期間の前々年度 基準期間の前年度 基準期間

ワ ヘ×ワ以下の額：カ

ノ'とノ"のいずれ
か少ない額

ノ

基準期間に
おける実車
走行キロ当
たり経常収
益の運賃改
定による増

収分
f×コ÷(1＋
コ）×フ＝g

経常収益
控除額

ケとgのい
ずれか少
ない額

h

補助金交
付要綱別
表２（注）

４．の適用
後のキロ当
たり経常収

益
ノ'ーh＝ノ"

(d+e+f)/3 =ノ'
経常収益

ヤ”

実車走行
キロ
マ”

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ”÷マ”

＝d

経常収益
ヤ’

実車走行
キロ
マ’

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ’÷マ’

＝e

経常収益
ヤ

実車走行
キロ
マ

補助対象
系統の実
車走行キ
ロ当たり
経常収益
ヤ÷マ＝f

ノ×ワ以上の額：ヨ

武蔵
・

相模

46.666% 72,975.0km 23,970,828円 143円.51銭 0円.00銭 0円.00銭 143円.51銭 143円.51銭 10,195,770円 68,675.0 km 148円.46銭 9,091,463円 68,686.4 km 132円.36銭 10,308,032円 68,844.2 km 149円.72銭 10,472,642

合計 72,975.0km 23,970,828円 10,195,770円 68,675.0 km 9,091,463円 68,686.4 km 10,308,032円 68,844.2 km 10,472,642

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

補助対象経常
費用から経常

収益を控除した額

補助対象経費
の限度額

タ又はレのうちい
ずれか少ないほう

の額

ソのうち補助ブ
ロック外乗入部
分、同一補助ブ

ロック都道府県外
乗入部分及び他
路線との競合部
分以外に係るも

ソのうち補助ブロッ
ク外乗入部分及び
同一補助ブロック都
道府県外乗入部分

以外に係るもの

計画平均
乗車密度
が5人未満

の路線

補助対象経費 計画額
経常費用から
経常収益を
控除した額

損失額から国庫
補助額を控除し

た額

カ－ヨ＝タ カ×9/20＝レ ソ ソ×ヲ＝ツ ソ×ヲ’＝ツ’
ツ×みなし運行回数
／①計画運行回数

＝ネ
ナ ナ×1/2＝ラ ニ×ワ－ヨ＝ム ム－ラ＝ウ

武蔵
・

相模

13,498,186 10,786,872 10,786,872 5,033,801 5,033,801 1,892,406 1,892 946.0

12,552,186

13,498,186 12,552,186

負担額 負担割合

5,033,801 5,033,801 1,892,406 1,892 946.0 13,498,186合計 13,498,186 10,786,872 10,786,872

武蔵
・

相模

0.0% 12,552,186円 100.0%

補助ブ
ロック

名

申請
番号

特

例

措

置

ウの負担者とその負担割合

都道府県 市区町村 その他の者 事業者自己負担
「その他の
者」の具体

的概要

負担額 負担割合 負担額 負担割合 負担額 負担割合

0.0% 0円 0.0%

合計 0円 0.0% 12,552,186円 100.0% 0円 0.0% 0円 0.0%



(1) 記載要領

 1.乗合バス事業の収益、実車走行キロについては、高速バス及び 定期観光バス等を除き、費用については、高速バス及び定期観光バス等並びに補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）における補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除くこと。

 2.補助対象事業者の決算期間が補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）と相違している事業者にあっては、補助対象期間の仮決算を行い、その損益状況（千円未満の端数は切り捨て）を損益状況欄に記載すること。

 3.補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）中の乗合バス事業と他の事業を兼業している場合の関連収益及び費用の配分は、昭和52年５月17日付け自総第338号、自旅第151号、自貨第55号によること。なお、これにより会計を整理することができない特別の理由が
あるときは、国土交通大臣に報告し、その承認を求めること。

 4.「補助対象期間の前々年度（基準期間）の損益状況」の欄、「基準期間の前年度の損益状況」の欄、「基準期間の前々年度の損益状況」の欄は、消費税相当額を控除した額を記載すること。

 5.「補助ブロック名」の欄は、補助金交付要綱別表６の名称を記載すること。

 6.地域キロ当たり標準経常費用は、補助ブロックを管轄する地方運輸局等が通知した数値によること。

 7.「認可を受けた補助対象期間」の欄は、認可を受けた日付について、基準期間の「当年度」、「前年度」又は「前々年度」のいずれに該当するかを記載すること。

 8.「補助金交付要綱別表２（注）４．の適用割合」欄は、「認可を受けた補助対象期間」が基準期間の「当年度」の場合は「３／３」、「前年度」の場合は「２／３」、「前々年度」の場合は「１／３」をそれぞれ記載すること。

 9.「改定率」欄は、認可を受けた旅客運賃の上限変更の平均改定率を小数点第２位（第３位以下四捨五入）にて記載すること。

 10.申請番号は、事業者ごと、系統ごとに一連番号とすること。なお、１系統が２つ以上の補助ブロックにまたがる場合は、その比率に応じ低い方をカッコ書きの番号とすること。

 11.「特例措置」の欄は、地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合には「１」を、平成２９年８月２日改正附則第２条の規定に該当する場合には「２」を、補助金交付要綱別表２　５．ただし書きに該当する場合には「３」を記載する。

 12.「計画運行回数」の欄には、補助対象期間中の全暦日数における総計画運行回数を記載する。また、カッコ内には１日当り計画運行回数又は平日１日当り計画運行回数のいずれかを記載する。

 13.「系統キロ程」の欄、「地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程」の欄、「補助ブロック外乗入部分のキロ程」の欄、「都道府県外乗入部分のキロ程」の欄及び「他路線との競合部分に係るキロ程」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出し、往・復の
キロ程が異なる系統については、平均値も記載すること。また、平均値の合計の欄については、往・復の合計の平均値ではなく、各申請系統の往・復の平均値の合計を記載すること。

 14.「同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程」の欄は、同一補助ブロック内における都道府県外乗入部分のキロ程を記載することとし、補助ブロックが異なる都道府県外乗入部分は（リ）に記載すること。

 15.「他路線との競合部分に係るキロ程」とは、他の運行系統との競合区間の合計が50％以上の生活交通路線であって、当該競合区間の輸送量が１日当たり150人を超える部分のキロ程のことをいい、当該補助ブロック内区間（系統キロ程（チ）－補助ブロック外乗入部分のキロ
程（リ）－同一補助ブロック都道府県外乗入部分のキロ程（ヌ））に係るキロ程を記載すること。

 16.「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以外のキロ程の比率」の欄、「ソのうち補助ブロック外乗入部分及び同一補助ブロック都道府県外乗入部分以外に係るもの」の欄は、「特例措置」の欄に「１」又は「２」を記載した系統のみ記載すること。

 17.「系統キロ程と地域公共交通再編事業を実施する区域におけるキロ程との比率」の欄、「他路線との競合率」の欄、「補助ブロック外乗入部分、都道府県外乗入部分及び他路線との競合部分以外のキロ程の比率」の欄、「補助ブロック外乗入部分及び都道府県外乗入部分以
外のキロ程の比率」の欄については、％以下第３位（小数点第４位切り捨て）まで算出して記載すること。

 18.「計画実車走行キロ」の欄、「補助対象系統のキロ当たり経常収益」の「実車走行キロ」の欄は、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

 19.「計画平均乗車密度が５人未満の路線」の欄は、計画平均乗車密度が５人未満の路線についてのみ記載すること。なお、みなし運行回数とは当該運行系統の計画輸送量を５人で除した数値（端数切り捨て）をいう。

(2) 添付書類

 1.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る旅客自動車運送事業等報告規則第２条第２項の「事業報告書」（補助金交付要綱第２編第１章第３節に係る経常費用を除く）及びこれに関連する必要な事項を記載した書類（関連書類）、並
びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る事業報告書及び関連書類。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 2.　補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の前々年度（基準期間）に係る様式第１－５の運行系統別輸送実績及び平均乗車密度算定表（補助対象路線に係るものに限る）、並びに基準期間の前年度、基準期間の前々年度に係る様式第１－５。
　ただし、過去に生活交通確保維持改善計画の認定申請又は補助金交付申請の添付書類として既に提出している場合は、当該書類の添付を省略することができる。

 3．地域公共交通再編実施計画の認定を受け、特例措置の適用を受けることとなる場合は、地域公共交通再編実施計画の写し及び認定通知書の写し並びに再編特例を受けようとする系統の再編の概要

 4．旅客運賃の上限変更認可を受け、補助金交付要綱別表２（注）４．の適用を受けることとなる場合は、当該認可書の写し

 20.「補助対象経費」の欄は、（ネ）（計画平均乗車密度が５人未満の路線）に記載がある場合は（ネ）の金額を記載し、記載がない場合は（ツ）の金額を記載する。また、「特例措置」の欄に「１」を記載した系統については、左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額に、（ツ’）の金額
から左記の場合の（ネ）の金額又は（ツ）の金額を控除して得た金額に（ク）の比率を乗じて得た金額を加えた金額を記載する。さらに、「特例措置」の欄に「２」を記載した系統については、（ツ’）の金額を記載する（千円未満の端数は切り捨てること）。

 21.「補助対象系統の実車走行キロ当たり経常収益」の欄の（ノ）は、基準期間、基準期間の前年度と基準期間の前々年度の各系統におけるキロ当たり経常収益の実績を平均して算出すること。なお、新設系統で基準期間の実績がない場合は、補助対象経常費用の見込額の１１
／２０に相当する額と都道府県協議会等が算出する経常収益の見込額のうち、いずれか高い額を記載すること。
　また、基準期間の前々年度の実績がない場合は、基準期間と基準期間の前年度の実績を平均して算出することとし、基準期間の前年度と基準期間の前々年度のいずれの実績がない場合は、基準期間の実績を記載すること。

 22.「計画額」の欄は、系統ごとに百円単位（0.5千円）まで記載することとし、合計の千円未満の端数は切り捨てること。

 23.計算上生じた単位未満の端数は切り捨てること。

 24.補助対象期間の計画と比較し、翌年度及び翌々年度の計画が同じ若しくは曜日の違いによる運行回数以外に変更がない場合については、その旨を記載することで足りるものとする。
　　（ 記載例 「令和○年度、令和○年度については、令和○年度事業から　土日・祝日の日数による運行回数等の違いを除き、変更がないため省略」）



様式第１－５（日本産業規格Ａ列４番）

（担当部門の名称） 　　（責任者役職・氏名）

運輸部
（担当部門の名称） 　　（責任者役職・氏名）

運輸部

経 常 費 用
運行 平均 平均乗車

運行 主な キロ程 回数 輸送人員 １人平均 輸送 運送収入 実車走行 運送雑収 営業外収益 計 １系統当り 適用 適用 賃率 密度 輸送量 備考

起点 終点 （ｋｍ） （Ａ） （人） 乗車キロ 人キロ （Ｂ） キロ（Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｂ）+（Ｄ）+（Ｅ） 経常費用 日数＋ 日数 （Ｆ） （Ｂ）

系統名 経由地 （回） （ｋｍ） （人キロ） （円） （ｋｍ） （円） （円） （円） （円） （円） （Ｃ）×（Ｆ） （Ａ）×（Ｇ）

（Ｇ）

五霞町役場～桜まつり会場 五霞町役場 桜まつり会場 幸手駅

（まつり開催時）～幸手駅 （まつり開催時）

[記載要領] 304.54

１．この書類は、補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の実績について、補助対象期間の末日現在における状態に応じて、運行系統ごとに作成すること（補助対象系統のみ記載すること）。

２．申請番号は、生活交通確保維持改善計画認定申請書の申請番号と同一のものとすること。

３．起点及び終点は停留所名をもって記載し、主な経由地は他の運行系統と区別できる停留所名をもって記載し、キロ程は小数点以下第１位まで記載すること。

４．運行回数は、補助対象期間における１日の平均を小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。なお１往復を運行回数１回とし、循環系統の場合は、１循環で運行回数１回とする。

５．１人平均乗車キロは、運行系統ごとに実態調査に基づいて記載すること。

６．輸送人キロは、輸送人員×１人平均乗車キロにより算出すること。

７．運送収入は、当該運行系統の補助対象期間の運送収入について、原則として年１回以上実態調査を実施し、その結果により算出すること。また、実態調査日についても記載すること。

８．実車走行キロは、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

９. １系統当たり経常費用は、補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用に当該系統の実車走行キロを乗じたものとする。

10．平均賃率は、停留所相互間総運賃額÷停留所相互間総キロにより銭単位まで算出すること（銭未満切捨て）。ただし、補助対象期間中に運賃改定があった場合の当該運行系統の平均賃率は、表中の計算式により算出すること。なお、この場合において、ストライキ、積雪等の理由によりバスが運行されなかった日は適用日数から除くものとする。

11．平均乗車密度は(B)÷(C)÷(F)と連算し、その値について、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出すること。

12. 備考欄には、補助対象期間中に運行回数の変更があった場合、ストライキ、積雪等の理由によりバスが運行されなかった期間があった場合又は運賃改定があった場合等特記すべき事項について、変更年月日又は期間及びその内容を記載すること。

13. 各運行系統のキロ程、輸送人員、輸送人キロ、運送収入、実車走行キロ、運送雑収及び営業外収益の合計欄については必ず記載すること。

14. 市町村による回数券購入等の有無は、運送収入に含まれるものの有無について記載すること。

66,678 7,724,770 21,612,70946,686 135,389.4 7,658,092 68,675.0 0合計 6.7

有・無

有・無

23.8 有・無
365日

0 66,678 7,724,770 21,612,709
（62.17×365日）+（63.92×0日）

62.17

有・無

1 6.7 14.0 46,686 2.9 135,389.4 7,658,092 68,675.0 1.7

事　業　者　名 　朝　日　自　動　車　株　式　会　社

運行計画担当部門
　運輸部長　田沼　健一

補助金担当部門
　運輸部主任　𠮷澤　広介

運行系統別実績及び平均乗車密度算定表（令和４年度）

実態調査日　　申請番号1令和4年4月26日 

運　　行　　系　　統 年　間　輸　送　実　績 経　常　収　益 平　均　乗　車　密　度　算　定
市町村
による回
数券購
入等の
有無

申請

番号

運賃改
定前の
平均賃

率×

運賃改
定後の
平均賃

率×

総適用日数



様式第１－５（日本産業規格Ａ列４番）

（担当部門の名称） 　　（責任者役職・氏名）

運輸部
（担当部門の名称） 　　（責任者役職・氏名）

運輸部

経 常 費 用
運行 平均 平均乗車

運行 主な キロ程 回数 輸送人員 １人平均 輸送 運送収入 実車走行 運送雑収 営業外収益 計 １系統当り 適用 適用 賃率 密度 輸送量 備考

起点 終点 （ｋｍ） （Ａ） （人） 乗車キロ 人キロ （Ｂ） キロ（Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｂ）+（Ｄ）+（Ｅ） 経常費用 日数＋ 日数 （Ｆ） （Ｂ）

系統名 経由地 （回） （ｋｍ） （人キロ） （円） （ｋｍ） （円） （円） （円） （円） （円） （Ｃ）×（Ｆ） （Ａ）×（Ｇ）

（Ｇ）

五霞町役場～桜まつり会場 五霞町役場 桜まつり会場 幸手駅

（まつり開催時）～幸手駅 （まつり開催時）

[記載要領] 304.54

１．この書類は、補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の実績について、補助対象期間の末日現在における状態に応じて、運行系統ごとに作成すること（補助対象系統のみ記載すること）。

２．申請番号は、生活交通確保維持改善計画認定申請書の申請番号と同一のものとすること。

３．起点及び終点は停留所名をもって記載し、主な経由地は他の運行系統と区別できる停留所名をもって記載し、キロ程は小数点以下第１位まで記載すること。

４．運行回数は、補助対象期間における１日の平均を小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。なお１往復を運行回数１回とし、循環系統の場合は、１循環で運行回数１回とする。

５．１人平均乗車キロは、運行系統ごとに実態調査に基づいて記載すること。

６．輸送人キロは、輸送人員×１人平均乗車キロにより算出すること。

７．運送収入は、当該運行系統の補助対象期間の運送収入について、原則として年１回以上実態調査を実施し、その結果により算出すること。また、実態調査日についても記載すること。

８．実車走行キロは、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

９. １系統当たり経常費用は、補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用に当該系統の実車走行キロを乗じたものとする。

10．平均賃率は、停留所相互間総運賃額÷停留所相互間総キロにより銭単位まで算出すること（銭未満切捨て）。ただし、補助対象期間中に運賃改定があった場合の当該運行系統の平均賃率は、表中の計算式により算出すること。なお、この場合において、ストライキ、積雪等の理由によりバスが運行されなかった日は適用日数から除くものとする。

11．平均乗車密度は(B)÷(C)÷(F)と連算し、その値について、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出すること。

12. 備考欄には、補助対象期間中に運行回数の変更があった場合、ストライキ、積雪等の理由によりバスが運行されなかった期間があった場合又は運賃改定があった場合等特記すべき事項について、変更年月日又は期間及びその内容を記載すること。

13. 各運行系統のキロ程、輸送人員、輸送人キロ、運送収入、実車走行キロ、運送雑収及び営業外収益の合計欄については必ず記載すること。

14. 市町村による回数券購入等の有無は、運送収入に含まれるものの有無について記載すること。

278,975 9,091,463 21,616,29649,743 154,203.3 8,812,488 68,686.4 0合計 6.7

28.0 有・無
365日

0 278,975 9,091,463 21,616,296
（62.17×342日）+（63.92×23日）

62.281 6.7 14.0 49,743 3.1 154,203.3 8,812,488 68,686.4 2.0

事　業　者　名 　朝　日　自　動　車　株　式　会　社

運行計画担当部門
　運輸部長　田沼　健一

補助金担当部門
　運輸部主任　𠮷澤　広介

運行系統別実績及び平均乗車密度算定表（令和５年度）

実態調査日　　申請番号１令和4年4月26日 

運　　行　　系　　統 年　間　輸　送　実　績 経　常　収　益 平　均　乗　車　密　度　算　定
市町村
による回
数券購
入等の
有無

申請

番号

運賃改
定前の
平均賃

率×

運賃改
定後の
平均賃

率×

総適用日数



様式第１－５（日本産業規格Ａ列４番）

（担当部門の名称） 　　（責任者役職・氏名）

運輸部
（担当部門の名称） 　　（責任者役職・氏名）

運輸部

経 常 費 用
運行 平均 平均乗車

運行 主な キロ程 回数 輸送人員 １人平均 輸送 運送収入 実車走行 運送雑収 営業外収益 計 １系統当り 適用 適用 賃率 密度 輸送量 備考

起点 終点 （ｋｍ） （Ａ） （人） 乗車キロ 人キロ （Ｂ） キロ（Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｂ）+（Ｄ）+（Ｅ） 経常費用 日数＋ 日数 （Ｆ） （Ｂ）

系統名 経由地 （回） （ｋｍ） （人キロ） （円） （ｋｍ） （円） （円） （円） （円） （円） （Ｃ）×（Ｆ） （Ａ）×（Ｇ）

（Ｇ）

五霞町役場～桜まつり会 五霞町役場 桜まつり会場 幸手駅

（まつり開催時）～幸手駅 （まつり開催時）

[記載要領] 304.54

１．この書類は、補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の実績について、補助対象期間の末日現在における状態に応じて、運行系統ごとに作成すること（補助対象系統のみ記載すること）。

２．申請番号は、生活交通確保維持改善計画認定申請書の申請番号と同一のものとすること。

３．起点及び終点は停留所名をもって記載し、主な経由地は他の運行系統と区別できる停留所名をもって記載し、キロ程は小数点以下第１位まで記載すること。

４．運行回数は、補助対象期間における１日の平均を小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。なお１往復を運行回数１回とし、循環系統の場合は、１循環で運行回数１回とする。

５．１人平均乗車キロは、運行系統ごとに実態調査に基づいて記載すること。

６．輸送人キロは、輸送人員×１人平均乗車キロにより算出すること。

７．運送収入は、当該運行系統の補助対象期間の運送収入について、原則として年１回以上実態調査を実施し、その結果により算出すること。また、実態調査日についても記載すること。

８．実車走行キロは、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

９. １系統当たり経常費用は、補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用に当該系統の実車走行キロを乗じたものとする。

10．平均賃率は、停留所相互間総運賃額÷停留所相互間総キロにより銭単位まで算出すること（銭未満切捨て）。ただし、補助対象期間中に運賃改定があった場合の当該運行系統の平均賃率は、表中の計算式により算出すること。なお、この場合において、ストライキ、積雪等の理由によりバスが運行されなかった日は適用日数から除くものとする。

11．平均乗車密度は(B)÷(C)÷(F)と連算し、その値について、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出すること。

12. 備考欄には、補助対象期間中に運行回数の変更があった場合、ストライキ、積雪等の理由によりバスが運行されなかった期間があった場合又は運賃改定があった場合等特記すべき事項について、変更年月日又は期間及びその内容を記載すること。

13. 各運行系統のキロ程、輸送人員、輸送人キロ、運送収入、実車走行キロ、運送雑収及び営業外収益の合計欄については必ず記載すること。

14. 市町村による回数券購入等の有無は、運送収入に含まれるものの有無について記載すること。

事　業　者　名 　朝　日　自　動　車　株　式　会　社

運行計画担当部門
　運輸部長　田沼　健一

補助金担当部門
　運輸部主任　都築　佑太

運行系統別実績及び平均乗車密度算定表（令和６年度）

実態調査日　　申請番号2令和5年4月27日 

運　　行　　系　　統 年　間　輸　送　実　績 経　常　収　益 平　均　乗　車　密　度　算　定
市町村
による回
数券購
入等の
有無

申請

番号

運賃改
定前の
平均賃

率×

運賃改
定後の
平均賃

率×

総適用日数

1 6.7 14.0 57,820 3.7 213,934.0 10,210,775 68,844.2 2.1 29.4 有・無
366日

0 97,257 10,308,032 23,831,108
(62.17×343日)+(63.92×23日)

67.47

49,743 154,203.3 8,812,488 68,686.4 0合計 6.7 278,975 9,091,463 21,616,296



様式第１－５（日本産業規格Ａ列４番）

（担当部門の名称） 　　（責任者役職・氏名）

運輸部
（担当部門の名称） 　　（責任者役職・氏名）

運輸部

経 常 費 用
運行 平均 平均乗車

運行 主な キロ程 回数 輸送人員 １人平均 輸送 運送収入 実車走行 運送雑収 営業外収益 計 １系統当り 適用 適用 賃率 密度 輸送量 備考

起点 終点 （ｋｍ） （Ａ） （人） 乗車キロ 人キロ （Ｂ） キロ（Ｃ） （Ｄ） （Ｅ） （Ｂ）+（Ｄ）+（Ｅ） 経常費用 日数＋ 日数 （Ｆ） （Ｂ）

系統名 経由地 （回） （ｋｍ） （人キロ） （円） （ｋｍ） （円） （円） （円） （円） （円） （Ｃ）×（Ｆ） （Ａ）×（Ｇ）

（Ｇ）

五霞町役場前

～令和橋～幸手駅

[記載要領]
１．この書類は、補助対象期間（補助金交付要綱第５条で定める期間）の実績について、補助対象期間の末日現在における状態に応じて、運行系統ごとに作成すること（補助対象系統のみ記載すること）。

２．申請番号は、生活交通確保維持改善計画認定申請書の申請番号と同一のものとすること。

３．起点及び終点は停留所名をもって記載し、主な経由地は他の運行系統と区別できる停留所名をもって記載し、キロ程は小数点以下第１位まで記載すること。

４．運行回数は、補助対象期間における１日の平均を小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。なお１往復を運行回数１回とし、循環系統の場合は、１循環で運行回数１回とする。

５．１人平均乗車キロは、運行系統ごとに実態調査に基づいて記載すること。

６．輸送人キロは、輸送人員×１人平均乗車キロにより算出すること。

７．運送収入は、当該運行系統の補助対象期間の運送収入について、原則として年１回以上実態調査を実施し、その結果により算出すること。また、実態調査日についても記載すること。

８．実車走行キロは、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出して記載すること。

９. １系統当たり経常費用は、補助対象事業者の実車走行キロ当たり経常費用に当該系統の実車走行キロを乗じたものとする。

10．平均賃率は、停留所相互間総運賃額÷停留所相互間総キロにより銭単位まで算出すること（銭未満切捨て）。ただし、補助対象期間中に運賃改定があった場合の当該運行系統の平均賃率は、表中の計算式により算出すること。なお、この場合において、ストライキ、積雪等の理由によりバスが運行されなかった日は適用日数から除くものとする。

11．平均乗車密度は(B)÷(C)÷(F)と連算し、その値について、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで算出すること。

12. 備考欄には、補助対象期間中に運行回数の変更があった場合、ストライキ、積雪等の理由によりバスが運行されなかった期間があった場合又は運賃改定があった場合等特記すべき事項について、変更年月日又は期間及びその内容を記載すること。

13. 各運行系統のキロ程、輸送人員、輸送人キロ、運送収入、実車走行キロ、運送雑収及び営業外収益の合計欄については必ず記載すること。

14. 市町村による回数券購入等の有無は、運送収入に含まれるものの有無について記載すること。

事　業　者　名 　朝　日　自　動　車　株　式　会　社

運行計画担当部門
　運輸部長　田沼　健一

補助金担当部門
　　運輸部主任　都築　佑太

運行系統別実績及び平均乗車密度算定表（令和８年度）

実態調査日　　申請番号2令和7年4月28日

運　　行　　系　　統 年　間　輸　送　実　績 経　常　収　益 平　均　乗　車　密　度　算　定
市町村
による回
数券購
入等の
有無

申請

番号

運賃改
定前の
平均賃

率×

運賃改
定後の
平均賃

率×

総適用日数

1 五霞町役場 幸手駅 7.5 13.5 58,508令和橋 10,429,589 23,872,284
(62.17×343日)+(63.92×23日)

67.47 2.1 28.33.7 216,479.6 10,332,332 72,675.0 0 97,257 有・無
366日

合計 7.5 54,660 202,242.0 9,683,646 68,632.0 0 278,975 9,962,621 21,568,978



表４　別表１及び別表３の補助事業の基準ハに基づき、協議会が「広域行政圏の中心市町村に準ずる生活基盤が
 　　　整備されている」と認めた市町村の一覧

都 道 府 県 名 広 域 行 政 圏 名 市 町 村 名 指 定 の 理 由

埼玉県 埼玉県利根広域行政圏 幸手市

幸手市内に位置する東武日光線幸手駅周辺には、総合病院等
の医療機関、小学校等の公共施設、スーパーマーケット等商業
施設が存在するなど、住民の生活を支える生活基盤が整備され
ている。



生産性向上の取組について（申請②） 
 
事業者名：朝日自動車株式会社 
系 統 名：五霞町役場前～令和橋～幸手駅線 
運行区間：五霞町役場前～令和橋～幸手駅 
 
（１）取組内容 
  ①沿線観光地への利用促進 

沿線観光地の権現堂（桜の名所）について、関係自治体と連携し、桜だけでなく紫陽

花・彼岸花等、来場者が見込まれる期間にＰＲ活動を行い路線バスの利用増に繋げる。 
  ②「スマホ定期券（定期）」の販売促進 
   スマートフォンアプリ「バスもり」上で、２４時間３６５日いつでも購入できるスマ

ホ定期券を導入。定期券発売所が近くにない通勤の利用客の利用促進に繋げる。 
③桜まつり開催時の定時性確保 

桜まつり開催時は交通渋滞により大幅な遅延が発生してしまうため、駐車場の確保

等を関係自治体へ協力を求め、定時制を確保することで、祭り会場への利用増に繋げる。 
④「バスの乗り方教室」の開催 

バスの乗り方教室を五霞町のイベント時に開催し、需要の掘り起こしを図る。 
   
（２）実施主体 
  ①朝日自動車株式会社・幸手市・五霞町 
  ②朝日自動車株式会社 
  ③朝日自動車株式会社・幸手市・五霞町 
  ④朝日自動車株式会社・五霞町 
 
（３）定量的な効果目標 
   上記取組みを実施することにより輸送人員１，３００人の増員を図り年間２３万８

千円の収入増を図る。 
 
（４）実施に向けたスケジュール 
  ①令和７年１０月～令和８年９月（関係各所と権現堂のＰＲ検討） 
  ②令和７年１０月～令和８年９月 
  ②令和７年１０月～令和８年９月（関係各所と渋滞緩和対策の検討） 
  ③令和７年１０月～令和８年１１月（五霞町ふれあい祭りでのバス教室開催を準備） 
 
 
 
 
 



（５）実施時期 
  ①令和７年１０月～令和８年９月 
  ②令和７年１０月～令和８年９月 
  ③令和８年３月 
  ④令和７年１０～１１月 
 
（６）具体的な検討 
【取組事例１】貨客混載の取組 
 スペース確保によりお客様がご乗車できなくなる可能性があるため難しい。 
【取組事例２】バス路線の再編 
 今後必要に応じて検討していく。 
【取組事例３】路線バスへの混乗化 
 沿線企業に引き続き利用していただく。 
【取組事例４】地域住民の生活利用と観光利用の混乗 
 沿線観光地である権現堂について関係各所と連携し、花の開花時期に合わせてバスの利

用促進を図る。 
 
（７）目標収支率 
 （１）の取組により１．０％の収支率改善を図る。 
 収支率 取組前４２．１％→取組後４３．１％（＋１．０％） 

 経常収益 経常費用 経常収支 収支率 増減 
取組前 10,308,032 23,831,108 －13,523,833 43.3％  
取組後 10,546,343 23,831,108 －13,284,765 44.3％ 1.0％ 

 



 

 

 

 

 

 

３「幸手市市内循環バス」 

(地域内フィーダー系統) 

 

提出資料 



表１　地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の概要及び運送予定者（地域内フィーダー系統） 令和8年度

起点 経由地 終点 運行態様の別

基準ハで
該当する
要件
（別表７・
９）

補助対象地域間幹
線系統等と接続の
確保

基準ホで該
当する要件
（別表７のみ）

（注）

１．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名等」に運賃低廉化を行う運行サービスの名称を記載すること。

２．区域運行又は乗用タクシーによる運行の場合は、運行系統の「経由地」に営業区域又は運賃低廉化対象地域を記載することとし、「起点」、「終点」及び「系統キロ程」について記載を要しない。

３．「系統キロ程」については、小数点第１位（第２位以下切り捨て）まで記載すること。なお、循環系統の場合には、往又は復のどちらかの欄にキロ程を記載し、もう片方の欄に「循環」と記載すること。

③

幸手市役所で補助対
象地域間幹線系統朝
日自動車五霞町役場
～幸手駅線と接続

③

1,164回 路線定期運行 ① ③

1,164回 路線定期運行 ①

幸手市役所、幸手駅
西口バス停で補助対
象地域間幹線系統朝
日自動車五霞町役場
～幸手駅線と接続

1,164回 路線定期運行

(4) 西Ａコース 幸手市役所

コミュニ
ティセン

ター

幸手市役所 291日

291日

（循環）

12.4　ｋｍ

(2) 東Ａコース
保健福祉
総合セン

ター

(3) 東Ｂコース 幸手市役所 東公民館
保健福祉
総合セン

ター

東埼玉
総合病院

幸手市役所

幸手市

幸手市役所(5) 西Ｂコース 幸手市役所 南公民館

中田商会㈱

(1) 中央コース 幸手市役所

市区町村名 運送予定者名
運行系統名等
（申請番号）

系統
キロ程

運
送
継
続
特
例
措
置

幸手市役所 291日 1,164回

20.6 ｋｍ

（循環）

復 17.8km

291日

①

幸手市役所、埼玉り
そな銀行前、幸手駅
東口バス停で補助対
象地域間幹線系統朝
日自動車五霞町役場
～幸手駅線と接続

③路線定期運行

幸手市役所、桜堤入
口、北三丁目集会所
前、幸手駅西口バス
停で補助対象地域間
幹線系統朝日自動車
五霞町役場～幸手駅
線と接続

①

幸手市役所で補助対
象地域間幹線系統朝
日自動車五霞町役場
～幸手駅線と接続

①

③

東公民館

（循環）

18　ｋｍ

運行系統
地域内フィーダー系統の基準適合

（別表７・別表９・別表１０）

（循環）

11.6　ｋｍ

（循環）

計画
運行
日数

計画
運行
回数

利
便
増
進
特
例
措
置

291日 2,328回 路線定期運行



４．「利便増進特例措置」及び「運送継続特例措置」については、利便増進計画又は運送継続計画の認定を受け、地域内フィーダー系統に係る特例措置の適用（別表９又は別表１０）を受けて補助対象となる場合のみ「○」を記載すること。

５．「運行態様の別」については、路線定期運行、路線不定期運行、区域運行、乗用タクシーによる運行の別を記載すること。

６．「補助対象地域間幹線系統等と接続の確保」については、地域内フィーダー系統が接続する補助対象地域間幹線系統又は地域間交通ネットワークとどのように接続を確保するかについて記載すること。

７．乗用タクシーによる運行の場合は、「運行系統名」「利便増進特例措置」について記載を要しない。

８．本表に記載する運行予定系統を示した地図及び運行ダイヤを添付すること。乗用タクシーによる運行の場合は、営業区域を示した地図を添付すること。



 

（２）東Ａコース 

●28 幸手市役所 で 
補助対象地域間幹線系統 朝日自動車 

五霞町役場〜幸手駅線と接続 

（１）中央コース 

❶幸手市役所、➍埼玉りそな銀行前、
➏幸手駅東口 で 

補助対象地域間幹線系統 朝日自動車 

五霞町役場〜幸手駅線と接続 

（３）東Ｂコース 
❶幸手市役所 で 
補助対象地域間幹線系統 朝日自動車 

五霞町役場〜幸手駅線と接続 

補助対象地域間幹線系統 
「朝日自動車 五霞町役場〜幸手駅線」 

（４）西Ａコース 
❶幸手市役所、➎桜堤入口、 

➏北三丁目集会所前、●28 幸手駅西口 で 
補助対象地域間幹線系統 朝日自動車 

五霞町役場〜幸手駅線と接続 

（５）西Ｂコース 
❶幸手市役所、⓯幸手駅西口 で 
補助対象地域間幹線系統 朝日自動車 

五霞町役場〜幸手駅線と接続 

 



市内循環バス運行日数・回数算出表（令和7年10月～令和8年9月）　
運行日：月～土（祝日・年末年始（12/29～1/3）を除く）

：運休日（日・祝・年末年始（12/29～1/3））

1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30 31

水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 合 計

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 26

土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 合 計

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 23

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 合 計

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 24

木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 合 計

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 23

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 合 計

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 22

日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 合 計

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 25

水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 合 計

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 25

金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 合 計

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 23

月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 合 計

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 26

水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 合 計

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 26

土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 合 計

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 25

火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 木 金 土 日 月 火 水 合 計

〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 〇 23

（４）西Ａコース
（５）西Ｂコース

291
291
291
291
291

（１）中央コース
（２）東Ａコース
（３）東Ｂコース

運行系統名等
（申請番号）

回数/日 計画運行回数

運行日

3月
曜 日

運行日

曜 日
4月

運行日

運行日

291

6月

1,164
1,164

8(便)
4(便)
4(便)
4(便)
4(便)

曜 日

2,328
1,164
1,164

計画運行日数

10月
曜 日

運行日

計画運行日数

11月
曜 日

運行日

曜 日
12月

運行日

1月
曜 日

運行日

9月

曜 日
2月

【計画運行回数算出根拠】

曜 日

運行日

7月
曜 日

運行日

曜 日
8月

運行日

5月
曜 日

運行日



表５　地域公共交通確保維持改善事業を行う地域の概要

（単位：人）

　交通不便地域等の内訳

（１）記載要領

１．

２．

３．

４．

５．

６．

（２）添付書類
１． 「人口集中地区以外の地区」及び「交通不便地域等」の区分が分かる地図を添付すること。

（ただし、全域が交通不便地域等となる場合には省略可）

「交通不便地域等」の欄は、地域公共交通確保維持改善事業費補助金交付要綱（以
下、「交付要綱」という。）の別表７（ハ②（１））に記載のある過疎地域の人口、交付要
綱別表７（ハ②（２）（実施要領の２．（１）⑪））に基づき地方運輸局長等が指定する交
通不便地域の人口及び交付要綱別表７リに基づき地方運輸局長等が認める地域の
合計（重複する場合を除く）を記載すること。

「対象地区」の欄には、当該市町村の一部が交付要綱別表７（ハ②（１））に掲げる法
律（根拠法）に基づき地域指定されている場合に、根拠法ごとに当該区域の旧市町村
名等を記載すること。また、地方運輸局長等が指定する交通不便地域等が存在する
場合には、該当する区域名を記載すること。

「根拠法」の欄は、交通不便地域を地方運輸局長等が指定した場合は、「局長指定」と
記載すること。また、乗用タクシー以外での輸送が著しく困難であるものとして地方運
輸局長等が認めた場合は、「局長指定（乗用）」と記載すること。

「特例適用開始年度」の欄は、地域公共交通利便増進実施計画又は地域旅客運送
サービス継続実施計画を策定し、特例を適用する場合に記載すること。

人口は最新の国勢調査結果を基に記載すること。ただし、地方運輸局長等が指定す
る交通不便地域の場合は、申請する年度の前年度の３月末現在の住民基本台帳を
基に記載すること。

「人口集中地区以外」の欄は、国勢調査結果により設定された人口集中地区に該当し
ない地区の人口を記載すること。

　地域公共交通計画、地域公共交通利便増進実施計画、地域旅客運送サービス継続実施計画の策定
年月日及び
特例適用開始年度

計画名 策定年月日 特例適用開始年度

交通不便地域等

人　口 対象地区 根拠法

市区町村名 幸手市

人　口

人口集中地区以外 24,205



Ｒ２ 国勢調査結果 

総 人 口 50,066 人 

人口集中地区人口 25,861 人        人口集中地区以外の人口 ＝ 24,205 人 



幸手市地域公共交通計画 

地域公共交通確保維持事業（地域内フィーダー系統）に関する記載箇所一覧表 

 

 

 

１．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の地域の公共交通における位

置づけ・役割 

幸手市地域公共交通計画 ７３ページ 

２．前号を踏まえた地域公共交通確保維持事業の必要性 

幸手市地域公共交通計画 ７３ページ 

３．地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統に係る事業及び実施主体の概

要 

幸手市地域公共交通計画 ７３ページ 

４．地域公共交通計画の区域内全体における地域旅客運送サービスの利用者の数、収支、費用に係る国

又は地方公共団体の支出の額その他の定量的な目標・効果及びその評価手法 

幸手市地域公共交通計画 ７４ページ～７８ページ 

 

 

（添付資料） 

・上記記載の地域公共交通計画の該当ページ（写し） 

 

※ご参考 

・要綱第１７条第１項 

 陸上交通（地域内フィーダー系統）に係る地域公共交通確保維持事業（以下この条において単に「地 

域公共交通確保維持事業」という。）を行う場合は、地域公共交通計画に、当該地域公共交通計画の計 

画期間内における次に掲げる事項について具体的に記載するものとする。 

一 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統の地域の公共交通における位置付

け・役割 

二 前号を踏まえた地域公共交通確保維持事業の必要性 

三 地域公共交通確保維持事業により運行を確保・維持する運行系統に係る事業及び実施主体の概要 

四 地域公共交通計画の区域内全体における地域旅客運送サービスの利用者の数、収支、費用に係る国

又は地方公共団体の支出の額その他の定量的な目標・効果及びその評価手法 

 


















